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意思決定支援システム（DSS) 
についての一考察
下崎千代子
1. EDP SからDs Sへ
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現在展開されているオフィス・オートメーション（OA）の目的はホワイト・
カラーの生産性向上だと言われているが，この目的を達成するにはまず二つの
側面を満足させる必要があることは前稿で述べたとおりである。すなわち，第
一に事務処理コストの削減，第二に意思決定の改善によるホワイト・カラーの
生産性向上であるO 両者はいずれも従来のコンビュータ処理（EDPS）では
対象とされなかった分野への展開としづ特徴をもっているものの，その内容や
技術的要件は異なるO 第一の事務処理コストの削減は従来の技術では対象とさ
れなかった，いわゆるコンピュータ落ちこぼれ分野（大量数値データ処理以外
の事務処理〉で、の新たな機器の開発，例えばワープロ・ファクシミリ・ファイ
リγグシステムなどを主体とした事務処理のムダ省きを目的としているが，必
ずしも機器の導入だけではなく，今までの事務処理体系の見直しによる合理化
などもこれに含まれる。それに対して，第二の意思決定の改善はコンピュータ
技術の進化として開発された各種技術〈データベース・対話処理など〉の利用
によって可能となりえたものである。すなわち，前者はED Pシステムの水平
的展開であるのに対して，後者はED Pシステムを基礎にした垂直的展開とし
て把えることができる。
このような企業内での対象範囲の拡大とともに， OAはもうひとつの次元を
も対象としている。それは，各機器を統合しで情報伝達の効率を計ろうとする
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システム化の側面で， INS・VAN・LA Nなどはこの次元に属する。シス
テム化はオートメーション化の必要条件であることを前稿で、述べたように， O
A化においてもシステム化は不可欠の要素といえるO
以上のとおり， OAは従来のED Pシステムを軌として三次元，すなわち垂
直的・水平的・システム的な方向へと展開しているわけで，これから述べる意
思決定支援システム（DSS）は， OAの垂直的展開の方向と位置づけること
ができる。
OA 
システム的展開
（図 1) OAの展開次元
こうして， Ds SはOAのひとつの次元として位置づけられるわけである
が， Ds Sは二つの意味で、ED Pシステムの成熟とともに崩芽し始めたので、あ
る。その第一は技術的要件であるO 最初， ED p （電子データ処理〉システム
は紙テープ・紙カードを入力媒体とするパッチ処理システムで給与計算・請求
書発行など限られた事務処理を対象としていたが，ハード・ソフトの開発とと
もにそれらの統合システム，すなわち販売情報、ンステム・財務情報、ンステムと
いった各処理のシステム化が行なわれた。これらを可能としたのが，オンライ
ン化・直接入力方式・ランダムファイルなどである。そして，こうしたシステ
ム化が進展する中でさらに開発された技術が， Ts S・データベース・ディス
プレイによる対話処理などであるが，これらの技術の開発は従来のED Pシス
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テムを完成させるとともに，新たな’情報システムへの進化を引き起こす契機と
もなった。すなわち，データベースは意思決定の際必要となる各種データの検
索を可能とするし， Ts S・対話処理は情報への即時的な要求に対する反応を
可能とする。
第二のED Pシステムの成熟に伴なう要素は，データの蓄積であるO 意思決
定の際にはかなり種々の情報を必要とするものであり， ED Pシステムでの情
報だけでは必要な情報は十分に供給されないとは言われるものの，そこから提
供される情報も意思決定にとっては不可欠な情報となる。ゆえに，これらの情
報が蓄積され，加工されるに意味ある程度の情報量がファイルされていること
が意思決定支援での情報提供の基礎となる。
このように， ED Pシステムの成熟はDs Sへの基本要件を提供することに
なるが，意思決定の自動化は事務作業の自動化の進化として展開するという基
本前提にたつならば， Ds Sは事務作業の自動化から意思決定の自動化へと移
行する第一段階として位置づけられる。
意思決定を自動化するには，その意思決定過程が完全に分析されて不明瞭な
部分のないそデ、ルが構築されていなければならなし、。こうした意思決定の完全
モデ、ル化が可能となることを，サイモン（H.A. Simon）は， プログラム化
(programmed）」，モー トン（H.S. Scott Morton）は「構造化（structured）」
と呼んでいるが，いずれにしても，ある一定の問題状況の下で特定の解決案が
選択されることが必要となる。しかし，意思決定は不確実な部分が存在するか
らこそ必要となるのであって，プログラム化しえないからこそ意思決定が行な
われるのである。ゆえに，意思決定では事務処理と同様の自動化が容易に可能
となるのではなく，まずは意思決定の支援システムが構築される必要がある。
意思決定の自動化ではなくその支援システムがまずは構築されるのは何故か
を，意思決定の自動化とは何かを論述することによって，もう少し詳細に分析
してみよう。
サイモンの「プログラム化」できると呼んだ意思決定が，その意思決定のそ
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テ、ルを提供しえるものであって，故に自動化の対象となる部分である。彼は意
思決定を「プログラム化しうるもの」と「プログラム化しえないもの」とが両
極に位置する連続体の中のいずれかに位置づけられると述べているo ここで
「プログラム化しうる意思決定」とは「反復的で常規的で……決定問題を処理
する明確な手続がつくられて」いるものであるのに対して， 「プログラム化し
えない意思決定」は「稀にしか起こらず構造化されずまた特別に重大である」
ものを意味している（Simon,H. A. 1977邦訳 p.63）。
例えば給与支給額の決定をこの両極の場合で説明してみよう。 「プログラム
化しえない意思決定」では，支給額は支払日の都度決定されねばならず，勤務
状況・業績・勤務年数等を考慮し，かつ支払可能な資金を計算することによっ
て決定される。それに対して「プログラム化しうる意思決定」では，給与表，
給与計算式，昇給基準などが設けられており，いくつかのパラメータが決まれ
ば自動的に支給額が決定されうる。すなわち，処理手順は明確であり給与決定
はその手順に基づいてなされるから，そこでは表との対応と計算が行なわれる
だけで実質的に決定するものは何もない。
以上のような「プログラム化しうる意思決定」をコンピュータ化すなわち自
動化するのは容易である。しかし，この自動化された給与決定には意思決定が
含まれているのであろうか。ここでは氏名コードといくつかのパラメータ〈残
業時間・勤務日数 etc）が示されたならば自動的に給与額が決められるため，
他の要因を考慮する余地はない。意思決定に該当するものは，給与規定を作成
する時点で終了したのであって，給与規定の改正をする時以外に意思決定が行
なわれることはなく，自動化されたのは給与決定及び支払に関する事務処理の
部分なのである。すなわち，意思決定はプログラム化しえた段階で完了したこ
とになり，自動化しえたのは意思決定で、はなくその手続きを実行するための情
(1) ここで自動化とは，コンビュータによって処理を遂行させることを指す。サイモン
のプログラム化とし、う用語は自動化と同義語ではなく，自動化できるような意思決定
手順が明確に存在するという意味で用いられる。
一－ 4 一
-5ー
報処理なのであった。
こうして分析すると，自動化された意思決定には意思決定のいかなる要素も
含まれないことになる。すなわち，意思決定がプログラム化されるにつれて，
意思決定の必要となる範囲は狭まっていくことになるわけで，意思決定の改善
の対象となるのは意思決定がまだ残されている完全にプログラム化しえない意
思決定なのである。また，意思決定の全過程をプログラム化するのは容易なこ
とでないため，プログラム化しえない意思決定はすぐに自動化を目的とするの
ではなく，部分的にプログラム化しえるような意思決定支援システムをまずは
構築することになる。
以上分析したように， Ds SはED Pシステムから意思決定の自動化への進
化の第一ステップとして位置づけられるのである。
2. DS Sの対象分野
ここではDs Sがオフィス機能のどの分野を対象とするのかを分析し，従来
のEDP Sとの相違点を明確化する。
オフィス機能はまずは大きく情報処理職能と意思決定職能とに分類できる。
情報処理職能とはデータあるいは情報の作成・伝達・加工・分類・貯蔵・検索
などの処理を目的としている。それに対して，意思決定職能で、は情報処理によ
って作成された情報に基づ、いて組織の直面している問題に対してどのような行
動が有効かを決定する役割を任っている。組織が存続していくには意思決定職
f 事実情報処理一一一一一一一一一一一一「
「情報処理職能－I I ｜ 」意思決定支援情報処理一一二卜EDPSの対象
オフィス－1 • I 
｜ 「プログラム化された意思決定一一十一！
」意思決定職能 I !-DSSの対象
」プログラム化されない意思決定
（図2) オフィスの機能分類
(2) ここでいう情報処理とは，前稿および前節で述べてきた事務処理と同義に用いてい
る。
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能が重要となるが，基本的な情報処理が行なわれなければ意思決定職能は有効
に機能しえず，この両職能は密接に関連しあっている。
この両職能はさらにいろいろと分類されえる。意思決定は先に示したとおり
連続的なものではあるが， 「プログラム化しうる」ものと「プログラム化しえ
ないJものとに分類される。また，情報処理は事実情報処理と意思決定支援情
報処理とに分かれる。事実情報処理は原始的な情報処理で，ある事実が発生し
たことを記録・伝達するために行なわれる。人聞は発生した事－実を全て覚えて
おくことはできないしまた自分の視野の外で、発生した事実はそれを観察した
者から伝達されなければ知りえなし、。このような人間の記憶能力・知覚能力を
補なうために事実情報処理が必要となるわけで，人間はこうした外部記憶を利
用することによってある世代の経験を後世代へ伝達することでその経験を拡大
しより有効な行動を可能としたので、ある。ここでいう「事実」とは過去事実だ
けでなく， 「O月O日会議開催」といった未来事実，証明書発行のような現在
事実についての情報処理でも同様の役割を果たす。組織における情報処理はこ
のような事実情報処理から始まったと言うことができるが，最近では事実と情
報がこのように一対ーで対応しているのではなしに，給与振込のように情報だ
けで実際の処理がなされる場合も出てきている。
意思決定支援情報処理は事実情報処理に基礎を置くものの，その役割は異な
っている。人間は行動を遂行するに先立つて必ず何らかの判断を行なわねばな
らなし、。反射や自律運動を除いて人間の大半の活動はその前段階の判断に基づ
くものである。このような判断の中で， 「AならばB」といった刺激一反応的
なものを除いた判断が人間の意思決定と言われるものとなる。すなわち，ある
Aとし、ぅ状況下で選択されるべき処理手続が特定されない場合が意思決定とな
る。そして，こうした意思決定を行なう場合，個人の認知構造内にある記憶に
基づいて決定を行なう事も多いが，そのような情報だけでは不十分で外部から
の情報収集を行なうことも多し、。組織内の意思決定ではほとんどが個人認知外
の情報に依存しているが，ここでの意思決定に必要な情報を提供するのが意思
-6-
- 7ー
決定支援情報処理である。事実情報処理は発生した事実を記録・伝達するだけ
であるのに対Lて，意思決定支援情報処理では意思決定に必要な情報の提供を
行なわねばならず，意思決定の類型に応じた各種形態のシステムが構築されう
る。
このように，概念的には情報処理をその役割の異なる二つの種類のものに分
類することができる。例えば，受注の発生順に受注伝票を作成するのは事実情
報処理であるのに対して，一日の受注高を販売員毎に分類して，その日の業績
を比較するのは意思決定支援のものとなる。但し，事実情報処理は意思決定に
何の役割を果たさないというのではなし、。事実情報は意思決定の問題発見・解
決においても基本となる情報である。ただ，これらの情報システムを構築する
うえで，事実に基づくか，意思決定に基づくのか，その構築する基本方針にお
いて相違があるO
オフィス・ワークを分析すると以上のとおりであるが，従来のED Pシステ
ムが対象としてきたのは，主としてプログラム化された’情報処理および意思決
定に属する部分である。 ED P化のまず対象となった販売や経理で、は実際に生
起した事象の記録やそれらを集計・分類したレポートの作成についてのオフィ
ス・ワークであったO また，給与計算，出荷指令などのプログラム化された意
思決定もED Pシステムの対象とされてきた。 ED Pの対象となったt情報処理
の多くは，定常的，反復的に発生する類いのものであるから，この処理はほと
んどがプログラム化されていると考えるならば，従来のED Pシステムの対象
はプログラム化された’情報処理および意思決定であるということになるO
一般には，意思決定に対するコ γピュータの影響は小さいものでしかなか
ったことは多くの論者の指摘するところである（Ross,]. E. 1976邦訳 p.16: 
McCosh, A. M. & Scoff Morton, M. S. 1978 p. 15）。意思決定の改善・自動
(3) ゴリーとモ一トン（Gorry,G. A. & Scott Morton, M. S. 1971, p. 61）は構造化
された意思決定を支える情報システムのことを「構造化された決定、ンステムJ(SDS) 
と呼んで， DSSと対象させているが， SDSとし、う用語は一般的に用いられておらず，
これらの処理は従来の EDPSに含められる。
- 7ー
- 8 ー
化を目的としてMI Sが展開されたわけであるが， MI Sは従来のED Pシス
テムの情報に基づいていたためにうまくいかなかったとし、う批判がなされる
ように， EDP Sが意思決定の改善と結びつかないのは何故であろうか。
マコッシュとモートン（McCosh& Scott Morton 1978 p. 15～16）は意思
決定を改善するには二つの方法が可能であると述べている。第1は意思決定に
必要な情報の質の改善であり，第2は意思決定過程そのものの変革であるO
取引処理
記帳 意思決定者のため
ビジネス・レポート の標準的レポート
ヘ意思決定
決定の遂行
（図3) EDPS対 DSS(Alter, S. L. 1980, p. 2) 
まず第1の情報の質についてはEDP SとDs Sが必要とする情報は異なっ
ている。アルター（Alter,S. L. 1980）はEDP SとDs Sとの相違を図3のと
おりに表わしている。このようにEDP Sから提供される情報とDs Sが必要
とする情報にはかなりの相違がみられる。そして，この相違には三種類のもの
があるO まずは情報の量の相違で， EDP Sは企業内の事実情報の提供に限定
されるのに対し， Ds Sでは後で述べるとおり外部情報・予測情報・集約情報
など各種情報を必要とする。ふたつめの相違は’情報の加工度の問題で、あり， E
DP Sでは原始データを対象に処理して，事実に即したアウトプットデータを
提供することを目的とするのに対して， Ds Sではできるだけグラフ化したり
して感覚に訴えやすいアウトプットが好まれるとともに，売上何%の伸びとい
った加工された情報がより有用となる。最後は，構築方法の相違であるが， E
DP Sでは発生順などのある一定の順序毎のデータが作成されるのに対して，
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DS Sでは検索自由な方法によるデータの構築が望まれる。このようにEDP 
Sが提供できる情報とDs Sが必要とする情報にはかなりの差異がある。
第二に，意思決定過程の改善にはその過程そのものの変革を必要とするとい
うことであるが， EDP SとDs Sではここでも大きな相違がみられる。 ED 
p Sが対象としてきた意思決定の分野はプログラム化された部分で、あったこと
はすで、に述べたとおりである。それに対して， Ds Sではプログラム化されて
いない意思決定を対象とするのであるから，システム構築を行なう際に完全な
意思決定モデ、ルを提供しえるかどうかが重要なポイントとなるo そして，こう
したモデルを構築することが，意思決定のプログラム化を促進し，かつ意思決
定過程そのものの改善に役立ちうるのである。
以上のとおり，従来のEDP SとDs Sとではかなりの相違点がみられるわ
けで，第一にDs Sの情報要求に応じる情報システムの構築，第二に意思決定
のモデ、ノレ化がDs Sの構築の必要条件となる。すなわち，データベースとモデ
ル化がDs Sの要素ということになり， EDP Sはすぐに意思決定改善には役
立たないことになる。
3. 意思決定過程の分析
この節では人間の意思決定過程を分析して， Ds S構築のための基本的なフ
レームワークを提供する。
人間の意思決定過程は，サイモンによつて情報 (Intelligence）活動．設計
CD叫 n）活動．選択（Cho
が必、要となる条件を見きわめるために環境を探索する」活動，設計活動は「可
能な行為の代替案を発見し，開発し，分析する」活動，選択活動は「利用可能
な行為の代替案のうちから，ある特定のものを選択する」活動である（Simon,
H. A. 1977邦訳 p.55～p. 56）。
（引サイモンは，四局面に分解して，これら三活動に再検討活動を加えているが，一般
に，意思決定過程とし、う場合には，この第4局面が加えられることは少ない。
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この意思決定過程のフレームワークをそ｛トンは，さらに分析して表1のと
情報収集 設 計 選 択
(Intelligence〕 (Design) (Choice) 
生 成（Generation) 4 7 
操 作（Menipulation) 2 5 8 
選 定（Selection) 3 6 9 
表1 管理意思決定のフレームワーク（ScottMorton, M. S. 1971, p. 59) 
おりにまとめている。彼は，サイモンの情報収集・設計・選択の三過程をそれ
ぞれ生成（Generation）・操作（Manipulation）・選定（Selection）の三段階に
細分化し， 1から 9にむかつて意思決定は進行すると説明している。それぞれ
の段階の内容を簡単にまとめると以下のような機能をもっている。
情報収集／生成……管理者が必要としている原始データの収集
情報収集／操作……原始データを処理して問題領域を提示する手がかりを示
す
情報収集／選定－－－－－－問題を定義する
設 計／生成……問題の明確な理解と解決案の発見
設 計／操作……解決案が特定の価値基準と照合され評価される
設 計／選定……作成された解決案の結果が受け入れられるかどうかを決
定
選 択／生成……可能な解決案の提示
選 択／操作……選定において適切なある形式にまとめられる
選 択／選定……ひとつの行動案の最終選択
(Scott Morton, M. S. 1971 p. 59～p. 77) 
モ一トンは以上のように意思決定過程を分類して， MDS導入の前後でこの
過程がどのように変化するかを詳細に分析している。
ここでは，モ一トンの上記のフレームワークに基づく以下のような意思決定
(5) MDS (Management Decision S）叫em）は， DSSとし、う用語が用いられる前に，
モ一トンによって， DSSと同義の用語として用いられていた。
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過程のフレームワークを提供するo モート γのフレームワークでは選択過程で
の分析内容は他の二過程と比べて短かく，サイモンも意思決定過程の中で選択
活動にふりむけられる時間はわずかなものでしかないと述べている。ゆえに，
意思決定過程を三段階ではなしに，問題発見過程・問題解決過程の二過程に分
類した方がそれぞれの過程の特徴がより明確になる。
「問題発見過程一情報収集活動・問題発生活動・問題認識活動
意思決定過程一｜
」問題解決過程一制約条件決定活動・設計活動・選択活動
第一の問題発見過程は現状についてのさまざまな情報を収集する中で，問題
の発生に気づき，何が問題であるかを定義する過程である。すなわち，情報収
集活動・問題発生活動・問題認識活動の三活動から成っている。情報収集活動
では現状などについてのさまざまな情報が収集され，問題発生活動でこれらの
情報はある基準と比較される。そして比較された結果が分析され，問題として
定義すべきかどうか検討されるのが問題認識活動である。例えば，経常利益が
昨年と比較して上昇した場合，そのこと自体は管理者の注意を促がすが，それ
が問題として定義されることは少ないであろう。ゆえに，問題発生に気づいて
も問題として認識されず，問題解決過程を必要としない現象も多くある。
以上の問題発見過程では一般に三種類の情報が要求される。第一は実態につ
いての情報，第二は実態と比較するための基準情報，第三は実態と基準との相
違の意味づ、けを行なう解釈情報である。解釈情報と基準情報とは相互に関連を
持っており，基準情報が多くなればなるほど解釈は容易となる。一般に，実態
情報は企業の各種情報処理を通じて提供されるのに対して，基準情報，解釈情
報は新たに作成しなければならないものである。熟練をつんだ管理者と新入社
員とでは，同じ実態情報を受けとっても管理者は種々の問題を発見することが
できるのは，経験を通じてさまざまな基準情報・解釈情報を保有しているから
である。すなわち，実態情報をいくら詳細にかつ広範囲に収集したところで，
問題発見には役立たないことになる。
このように三種類の’情報を組み合わせることではじめて問題が定義される。
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まず，実態情報と基準情報とを比較することで問題発生を知覚する。ここでは
基準をいかに設定するかが要点となる。例えば，売上高の伸びひとつをとって
も，昨年の売上高を基準とするか，過去5年間の売上高の伸び率の平均を基準
とするかなど各種基準が設定されえるが，どの基準を用いるかで問題となった
りならなかったりする。つぎに実態と基準との差異が発見されたなら，解釈情
報を加えて問題を定義することになる。売上げの伸びが悪かったのは需要の停
滞か，販促の不足か，強力な競争相手の登場かなどいかなる原因によるかで，
定義される問題もまた異なってくる。
従来の管理者に提供するレポートの多くは実態情報を集約したものにすぎ
ず，今までの情報システムはこれをいかに即時に提供するかを目的として構築
されてきた。しかし，実際に管理者にとって有用なレポートとは上記の三情報
を照合させたものであって，即時性は下層管理者を除いてそれほど重要なもの
ではない。
以上が一般的な問題発見過程である。このように，基準情報が比較的問題な
く提示できる場合を「相違型」問題発見過程とする。売上高・利益高・販売シ
ェアなどの数量化可能なものはこの「相違型」となる。
問題発見過程はプログラム化の程度に応じて「相違型」を含み三段階（「手
がかり型」 「相違型」 「創造型」〉に類型化することができる。「手がかり型」
は組織内での責任の発生がすぐに解決すべき問題として定義される場合であ
る。組織とは解決すべき問題の集合体である。サイモン（Simon,H. A. 1977 
邦訳 p.66～69）はプログラム化しうる意思決定に対する伝統的諸技法のひと
つとして組織構造をあげているが，各職務においては解決すべき問題はあらか
じめ決められている。こうした問題発見で、は，発見のための「手がかり」が与
えられるならば先に述べたような問題発見過程を経ることなく，すぐに問題解
決過程が遂行される。すなわち，手がかりとなる情報が収集されると，手がか
りかどうか基準と比較して，手がかりであるとそれと対応している問題の定義
となる。たとえば，受注処理・給与支払・予算案作成などの問題については，
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顧客からの注文・給与支払日・予算案作成開始時期が手がかりとなって問題発
見が促がされる。また，受注処理・給与支払などのような場合には，問題解決
過程もプログラム化されている場合が多く，そうした時には手がかりの提示は
すぐに解決行動の遂行を引き起こす。しかし，予算作成・販売計画作成などの
ように，問題発見は定期的に発生するために「手がかり型J問題発見を用いて
も，問題解決過程は従来通りの形式をとるものもある。
第三類型としての問題発見過程は「創造型」であるO 組織全体が順調に運営
されている場合でも，問題が全くないことはない。環境の変化によって組織は
常にそれに対応することを余儀なくされているし，同じ状況下でもより良い方
法はなし、か改善の余地はないかと探索することも必要である。たとえば， トッ
プ・マネジメントは企業が将来どのような方向にむいていくべきかその方向づ
けを行なわねばならず，たえず、新たな問題を創造し，その解決案を求めること
が要求されている。
「相違型」では基準を設定して，それとの比較で問題かどうかを見つけ出し
ているため，基準を設けられない場合には問題が発生しないことになる。しか
し，人聞は数々のd情報を受取って，それが問題となりえるかどうかを何らかの
基準を用いて比較しているはずである。このように，その基準を明示出来ない
ような問題発見をここでは「創造型」と呼ぶ。そして，基準が明示できないと
いうことは，どのような実態情報を必要とするのかをも特定しえないことにな
り，創造型では広範囲の実態情報を必要とする。
人間の成長は，単に誘発された問題を解決することだけで達成されるもので
はない。解決すべき問題がない場合でも，自ら新しい刺激を求めて問題を創造
してし、く特徴をもっているo 企業における人間行動でも同様のことである。
一般に， トップ・マネジメントになると創造型問題の割合が増えるが，この型
の問題発見はトップに限定されるものではなし、。現在日本で盛んなQCサー
クルなどは創造型問題発見を行なっているといえる。そして，この分野はまだ
まだ人間の能力に依存するものであるから，相違型問題発見過程がコ γピュ｛
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タ化されるにつれて，人聞が創造型問題発見に割りあてる時間の増大が予測
される。
このように，問題発見過程を分析していくと，手がかり型・相違型・創造型
の三段階に類型化することができる。
つぎに，意思決定過程の第二過程は問題解決過程である。基本的な問題解決
過程は制約条件決定活動・設計活動・選択活動の三活動からなる。制約条件決
定活動では，解決すべき問題が定義されたあと，現状や利用可能な資源・環境
条件の予測などについての情報収集がなされ，その中から制約条件が提示され
る。そして，この制約条件は解決案選択の際の満足条件となる。第二の設計過
程では，具体的な解決案の作成がなされる。そして，その作成案が先に述べた
制約条件を満たしているならば，解決案のひとつとなる。多くの解決過程は満
足しうる解決案が提示された時点で、終了することが多いが，重要な問題などの
場合には設計活動がくり返されて複数の解決案が提示される。その結果，第三
の選択過程でさらに検討が行なわれてその中で最も望ましい案が選択される。
現実にはこれら三過程は複雑に交錯しているわけで，制約条件が望ましい解
決案のために変更させられたりすることが多し、。また，問題がどの程度具体的
に定義されているかによって，問題解決過程の複雑さは異なってくる。問題が
売上高増大・コスト低減といった抽象的である場合には，具体的な解決案を作
成できるレベルまで問題を下位問題に分解しなければならないのに対して，配
送計画，休暇割当てなどの問題ではそのままで解決がなされうるo
一般的な問題解決過程は以上のとおりであるが，問題が反復的かつ定常的に
発生しかっ環境の変化が激しくない場合には，この過程は「プログラム化」す
る。ここでのプログラム化とは問題発見がなされたなら以上のような問題解決
過程を経ることなく，ある行動案が採用され実行されることを意味する。同じ
問題を何度か処理するならば，必らずその解決案は一定化する。人間はこのよ
うにして一定の刺激（問題〉に対する一定の反応を学習するわけで，これは人
間の能力をより有効に利用する 1つの手段だと言うことができる。
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この「プログラム化Jされる場合，処理手続と処理内容とを区別しなければ
ならなし、。先に「同じ問題」が反復的・定常的に発生することが定型化の要件
であると述べたが，問題は全く同一である必要はなく，その処理手続が同一で
あるならば，それを「プログラム化」と呼んでいる。例えば，毎月の銀行の自
動振込の場合，定期積立ての引落しでは処理手続だけでなく処理内容までも同
ーであるのに対して，電気料金の引落しでは毎月料金が変化するから処理内容
は異なるがその手続は同一である。電気料金の決定そのものはプログラム化さ
れているから，その聞をシステム化すれば，この場合は完全自動化しえるが，
国鉄の指定席の予約のように処理内容をだれかが意思決定する必要のある場合
は，これをどこかでインプットしなければならず，完全自動化は困難となるO
このように，処理手続だけでなく処理内容もプログラム化しうるならば，完全
自動が可能となる。一般には，この処理手続と処理内容とは混同して用いられ
ているが， コンピュータ化して自動化しようとする際には両者を区別する方
が，自動化の程度をより明確に示すことができる。ここでは，処理手続が一定
したプログラム化された問題解決過程を「自動型」と呼ぶ。
「自動型」に対して，非定常で稀にしか発生しない問題については一般的な
問題解決過程を経過する。すなわち，どういう資源が利用できるかや制約条件
も明確でなく，またどのような解決案があるのか，そしてその解決案はどのよ
うな結果を導びくのかも不明瞭でしかないような場合である。要するに，制約
条件決定活動・設計活動・選択活動のいずれにおいても明確なものが何もない
問題解決過程であるO この場合には，それぞれの活動において情報を収集し，
その中で必要なものを作成し評価することが必要となる。このような問題解決
過程をここでは「戦略型」と呼ぶ。
最後に，多くの問題解決過程は「戦略型jほども不明瞭なものではなく，ある
程度解決過程の中に構造化された部分を含むものである。すなわち，解決案を
作成する手順が明確であったり，可能な解決案のリストが確定している場合が
そうである。このような場合には，現在の状況の下でどれが一番望ましいかを
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選択することになるo ここでは，こうした問題解決過程を「不確実型」と呼ぶ。
以上で意思決定過程を分析してきたわけであるが，この過程はまずは問題発
見過程と問題解決過程とに分類され，さらに前者は情報収集・問題発生・問題
認識の三活動，後者は制約条件決定・設計・選択の三活動に細分類されること
を示してきた。そして，問題発見・問題解決のそれぞれの過程はプログラム化
の程度に応じていずれも三段階に類型化しえた。これらをまとめると表2のと
おりとなる。それぞれの類型はサイモンのプログラム化・半プログラム化・非
プログラム化の三類型に合致する。
問題発見過程｜問題解決過程
創造型｜戦略型
相違型｜不確実型
手がかり型｜自動型
表2 意思決定過程の類型化
プログラム化されていない意思決定過程
部分的にプログラム化された意思決定過程
プログラム化された意，思決定過程
4. 意思決定支援システム
(1) モ一トンのフレームワーク
意思決定支援システムの代表的フレームワークはモ一トン他によって提供さ
れている。モートン他（Gorry,G. A. & Scott Morton, M. S. 1971 : McCosh, 
A. M. & Scott Morton, M. S. 1971）は，アンソニー（Anthony,R. N. 1965) 
の管理活動の分類とサイモンの意思決定の分類とを用いて表3のようなDSS 
のフレ｛ムワークを示している。アンソニーは管理活動をその目的別に戦略計
画・管理統制・作業統制に三分類している。戦略計画では企業目的に関わる決
定，管理統制では決められた企業目的を有効かつ能率よく達成するための決
定，作業統制では特定の職務がうまく遂行しているかどうかについての管理に
従事している。つぎにサイモンのプログラム化・非プログラム化の分類は前節
で、述べたとおりであるが，モートンは「プログラム化」を「構造化（structured）」
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作業統制 管理統制 戦略計画
構造化
半構造化 DS Sの対象
非構造化
表3 モ一トンのフレームワーク（Gorry& Scott Morton, 1971，図lを概略化〉
という用語に置き換えている。
モ一トン他は両者のフレームワークを重ねあわせて新たな意思決定支援シス
テムのフレームワークを提供したわけで，サイモンの分類での中聞に位置する
半構造化された意思決定領域を意思決定支援システムは対象とするとしてい
る。
こうしてモ一トン他はDs Sのための新たなフレームワークを構築したわけ
であるが，アンソニーの管理活動の分類は意思決定支援システムを構築するう
えで，あまり有用性を見出すことはなく，どの管理階層においても構造化・半
構造化・非構造化意思決定を含み，意思決定支援システムはし、ずれの階層にお
いても構築しうることを示しているにすぎなし、。すなわち，意思決定支援のふ
さわしい対象領域についての明確な分析を欠いていることになる。このような
視点からそ一トン他のフレームワークを検討するならば，彼らはDs Sの対象
分野としては半構造化された意思決定領域がふさわしいことを示しているにす
ぎない。
(2) DS Sのためのひとつのフレームワーク
ここでは，第三節に述べた意思決定の分析および類型に従がってDs Sのた
めのひとつのフレームワークを提唱し，どのようなシステム構築が可能かをフ
レームワークに基づいて示してみる。
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意思決定過程を大きく二過程に分類したように， Ds Sもそれにそって大き
く二つのシステムに分類される。そして，その第ーが問題発見システムであ
る。創造型問題発見は問題の発生を知らせる基準が不確定であるため人間が自
らとりくむ必要のある分野であるが，相違型・手がかり型はコ γピュータ化・
支援システム化が可能となる。手がかり型では，その手がかりをコンピュータ
に記憶させておけばよい。手がかりは一定の日時であったり，氏名やコード、No.
などである。例えば，受付で来客者が自分の氏名をインプットすれば案内され
る室を示したり，用件のある相手を呼出したりするシステムを作るとすれば，
それは手がかり型問題発見の自動化となるo このように手がかり型でのコンビ
ュータ化は比較的容易である。しかし，毎日の忙がしいスケジュールをこなす
必要のある管理者を除いてはそれほど大きなメリットはないため，一般には人
間が手がかりを記憶しておき，その手がかりの発生とともに問題を発見するこ
とが多い。それに対して，相違型は意思決定支援システムの対象となる。実態
と基準との相違を発見し，問題を定義するまでに必要な情報が三種類あること
はすで、に述べたとおりである。そして，この時に実態と基準とが比較可能とな
るためには，これらが数量化されていることが必要となる。こうした条件を備
えている場合に，相違型となりDs Sの対象となる。手がかり型では，ある情
報の提示がすぐに問題の定義を生じさせたわけで、あるが，相違型では比較して
それが問題かどうかを聞い直すステップが組み込まれる。そして，三種類の情
報のうち，何種類の情報が組み込めるかで支援システムのレベルが異なってく
る。実態情報の提供だけであると，管理者は資料全てに目を通して自己の基準
と照合しつつ問題を発見しなければならないから，人間の認知限界内でしか処
理することができなし、。それに対して，基準情報と組み合わせて比較過程を導
入し問題となる部分だけ女アウトプットできると，管理者の認知限界をはるか
に超えたデータを処理することができかっ時間節約効果も大きく，その有用性
は大いに高まる。しかし，この場合には基準をいかに設定するかが鍵となるか
ら，基準設定は管理者の従来の判断を基にしたものでなければ，実用性に欠く
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ことになる。
このような実態情報と基準情報との比較をする問題発見システムを構築しえ
る可能性は高いが，さらに解釈情報を加味する段階にまで到っているシステム
は少なく，予算差異・原価差異などの分析モデ、ルがわず、かにあるにとどまって
いる。この差異の解釈は，問題を定義しさらに問題解決においても重要な方向
づけを行なうことから，問題発見過程の中で最も重要なt情報であるO ゆえにこ
の解釈情報も組み込めるようになると，支援システムではなく自動化システム
が可能となりうる。
つぎに，第二の可能なシステムは問題解決のシステムである。戦略型問題解
決では創造型問題発見と同様に，人間の判断を要求される余地が大きく将来の
さまざまな要因の予測値を求めるといったような部分的なところを支援しうる
にすぎなし、。ゆえに，問題解決のほとんどの部分は人間の頭脳に頼ることにな
る。それに対して，自動型の問題解決では処理モデ、ルが作成されているから，
コンピュータによる自動化が容易となる。給与計算・配送指令・国鉄の指定券
販売システムなどはこの例である。意思決定過程の完全自動化は，本来ならば
問題発見・問題解決過程のいずれもが自動化されていなければならないが，一
般に自動化と考えられているシステムには問題解決過程だけが自動化されてい
ることが多い。例えば，国鉄の指定券購入の場合でも，顧客がきてどのような
切符を必要としているかを職員が発見しているわけで，問題発見過程は人間に
委ねられている。
「戦略型」と「自動型」との中間に位置するのが「不確実型」問題解決過程
であり，意思決定支援システムの対象となる分野である。ここでは二つのレベ
ルのシステムが考えられる。その第一はより自動型に近いもので，反復的に発
生する問題であるために問題解決のモデ、ルの構築が可能で、あるが，環境変化が
あったり，反復的といってもそう頻繁に発生をするような問題ではない場合
で，最終的な選択は人間の判断に委ねられている場合であるO ポートブォリオ
システムや販売促進システムなどがこの例になるが，いろいろな変数の組合わ
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せをインプットしてみて望ましい選択肢を選択することになる。モートンやア
ルターが提示しているほとんどのDs Sの事例はこれに概当する。
第二のレベルのシステムはモデ、ルそのものがまだ明確でないが，必要となる
情報は明らかな場合であるが，この場合にはその時々の情報要求に答えられる
データベースを構築することが要点となる。予算案の作成・他の市場への新規
参入などに対する支援がこの例としてあげられる。
このように，問題解決に関するシステムにはいろいろなレベルが存在する
が，問題解決のための明確なモデ、ルが構築されえるかどうかに依存しているわ
けで，より確実なモデルがある場合は自動化が可能となるし，全くそデ、ル化が
できない場合には戦略型の問題解決を行なうことになる。
以上のシステム構築の可能性の分析から，意思決定支援システムとしての適
切な対象となるのは相違型問題発見・不確実型問題解決のそれぞれの過程であ
ることをより明確化したわけで、ある。それに対して，創造型問題発見，戦略型
問題解決は人間に任される分野であり，手がかり型問題発見・自動型問題解決
ではコンピュータへの置き換えが可能となることを示してきたo このように，
機械に任せられる分野はそれがより機械に委譲されるようになり，人聞は創造
型・戦略型の問題に多くたずさわるようになるであろう。
5. む す び
この論稿では意思決定支援システムが対象とする分野を明確化し，システム
構築のための新しいフレームワークを提供してきた。
EDP Sの成熟とともに登場してきたDs Sであるが， EDP Sはプログラ
ム化された情報処理・意思決定を対象としてきたのに対して， Ds Sはプログ
ラム化されていない意思決定を対象とするところに両者の本質的な相違がみら
れる。ゆえに， Ds Sではまず意思決定モデ、ルを開発しえるかどうかがシステ
ム構築の際の要点となる。また，意思決定過程の中ではさまざまな情報要求が
生じるが，その要求に応じるためにデータベースの構築も必要要件となる。こ
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のように， Ds SとEDP Sの構築要件の相違は，データベース・モデル化を
必要とするかしないかという点にみられる。
つぎにDs Sのための新たなフレームワークを提供したわけで、あるが，そこ
ではDs Sが対象とするところの半プログラム化された意思決定とは何かをよ
り詳しく分析したわけで，モートンのフレームワークでは莫然としていた部分
をより明確にした。とくに，意思決定過程を問題発見過程と問題解決過程に分
解して，それぞれにおいてどのようなDs Sが構築可能であるかを示した。モ
一トンのフレームワークでは両者が不分離の形で提案されているが，この二つ
を分けることで二つの異なる構築システムが可能であることが明確化されたも
のと考えられる。従来のDs Sは問題解決過程を対象とするものがほとんどで
あるから，問題発見のための支援、ンステムの構築も意思決定改善に貢献しうる
ことが明確にされたわけで、ある。
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